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１．事業者の皆さまへ
　平成２０年秋の世界同時不況により雇用失業情勢は急激に悪化したため、京都府では国からの交付金を受け短期の雇用・就業機会を創出し生活の安定を図る雇用対策に取り組んできましたが、雇用失業情勢が改善に向かっている現状において、一時的な雇用創出だけではなく、雇用継続が見込め、経営の安定・拡大を目指す「イノベーション促進雇用創出事業」を実施することとしました。

　「イノベーション促進雇用創出事業」とは、イノベーションに取り組む府内中小企業等を京都府から委任された中小企業応援隊員がコンサルティング活動を通じて発掘し、発展・継続性が見込め、雇用創出に繋がる事業について、中小企業応援隊員と中小企業応援隊員が所属する団体が経営、人材育成・定着などの支援を行うことにより、企業経営の安定・拡大とともに雇用の場の拡大を目的とするものです。
　京都府中小企業団体中央会及び京都府では、実施事業者のみなさまが事業を適正に遂行されますよう、以下の規定等を事業者用に編集し、「事業者のための実施手引き（以下、「手引き」という。）」としてまとめました。
　経理担当者・事業担当者におかれましては「手引き」を熟読された上、事業に臨まれるようお願いいたします。
　本事業は、京都府の「緊急雇用対策事業」の一つであり、京都府の助成により行われています。

　従って、この手続きに記載している内容・規定を守り、適正に事業を遂行していただければ何ら問題はありませんが、不正行為が発覚した場合には、委託金全額の返還等の措置がなされるとともに、不正を行った企業名が公表されますのでご注意ください。
２．募集する中小企業等の要件等
　１　募集する中小企業等とは

　　　当事業の応募の対象となる中小企業等とは、中小企業基本法第２条第１項に定める「中小企業者」及び同条第５項に定める「小規模事業者」をいいます。

　　　また、以下の事項のすべてに該当しないと当事業に応募することは出来ません。
　　①　京都府内に事業所を有すること。

　　②　労働者名簿、賃金台帳等の労働関係帳簿や現金出納簿等の会計関係帳簿が整備されていること。

　　③　労働保険・社会保険の適用事業であること。

　　④　府税、消費税又は地方消費税、労働保険料等の滞納がないこと。

　　⑤　労働関係法令の違反により労働行政機関等から指導等を受けていないこと。

　２　雇い入れの対象となる失業者とは
　　　当事業の支援の対象となる失業者とは、労働の意思及び能力を有し、求職活動を行っているにも関わらず、職業に就くことが出来ない者のことをいいます。

　　　また、新卒未就職者についても上記に該当すれば対象者となります。

　　　失業者であることの確認については、雇用保険受給資格者証や雇用保険被保険者離職票などの書類や履歴書、口頭により行っていただきます。
　３　雇い入れに係る国からの助成金との併給について

　　　当事業は国からの交付金により実施していますので、国（厚生労働省）からの助成金とは併給できません。

　　○　併給できない主な助成金

　　　・試行雇用奨励金

　　　・特定求職者雇用開発助成金

　　　・雇用調整助成金　　　　　　　など

３．事業の手続きの流れ
　１　事業申請書の提出
　　　新たに求職者の雇用を考える府内中小企業等の事業主さまは、「イノベーション促進雇用創出事業申請書（様式第１号）」に添付資料を添えて、中小企業応援隊員又は京都府中小企業団体中央会まで提出をお願いします。
　２　募集の締め切り

　　　当事業は、最大５ヶ月半のＯＪＴを実施していただくものですが、事業の趣旨から平成２４年度中に少なくとも３ヶ月は実施していただくこととしております。

　　　このため、実施期間を確保するために就業日であるなしに関わらず、最終平成２５年１月１日には雇用していただくこととなりますので、手続の関係上募集の締め切りを平成２４年１１月３０日（金）とさせていただきます。
　　　なお、委託費の支払い対象は平成２５年３月分までですので、念のため申し添えます。

　３　申請内容の審査

　　　提出いただいた申請書の内容について、事業の発展性や継続性、雇用創出に繋がるかなどの審査をさせていただきます。
　　　事業支援の決定については、「イノベーション促進雇用創出事業決定通知書（様式第２号）」により通知をさせていただきます。

　４　求人募集

　　　当事業による求人は、京都府ジョブパークや事業所を管轄するハローワーク（公共職業安定所）に求人申込書の提出をお願いします。また、京都府ジョブパーク内にある「中小企業人財確保センター」ではきめ細かな求人相談を行っておりますので、一度御相談されることをお勧めします。
　　　なお、求人申込書を提出の際には、備考欄等に
　　「京都府緊急雇用対策事業（イノベーション促進雇用創出事業）用求人」と、必ず記載をお願いします。
　５　雇用者の決定

　　　当事業により雇用する方が決定した場合は、貴社との委託契約手続きを行いますので、速やかに「入社日」等の御連絡をお願いします。

　　　また、契約に際しましては、「イノベーション促進雇用創出事業委託契約書（様式第３号）」の添付資料を提出いただきますようお願いします。
　　　なお、事業開始日と雇用日と委託契約日とは同日となりますので、手続きの関係上採用決定から入社日までの間を１０日程度取っていただきますようお願いします。
　６　事業実施期間中の報告及び前払請求

　　　事業実施期間が４ヶ月以上ある場合（１２月１日以前に事業開始）には、当事業開始後３ヶ月を経過しましたら、「イノベーション促進雇用創出事業に係る事業遂行状況報告書（様式第４号）」に添付資料を添えて提出いただきますようお願いします。また、その際に「イノベーション促進雇用創出事業概算払請求書（様式第５号）」の提出により、概算払を受けることができますので、必要な場合には一度、本会までご相談下さい。
　７　事業期間終了後

　　　委託期間が終了または途中で雇用者が離職した場合は、「イノベーション促進雇用創出事業に係る委託事業実績報告書（様式第６号）に添付資料を添えて提出いただきますようお願いします。

　　　この提出いただいた実績報告書の内容を確認させていただきましたら、「イノベーション促進雇用創出事業金額確定通知書（様式第７号）」により通知をさせていただきますので、事業実績額が概算払額を上回った場合は「イノベーション促進雇用創出事業精算払請求書（様式第８号）」の提出をお願いします。また、事業実績額が概算払額を下回った場合は「イノベーション促進雇用創出事業委託金返還通知書（様式第１１号）」も交付しますので速やかに返還をお願いします。
　８　その他

　　　事業期間中に事業内容に変更が生じた場合は「イノベーション促進雇用創出事業に係る委託事業内容の変更承認申請書（様式第９号）」の提出をお願いします。

　　　また、事業内容に事故が生じた場合は「イノベーション促進雇用創出事業中止報告書（様式第１０号）」の提出をお願いします。
４．各種様式等について

○事業実施において必要となる様式

	申請登録・契約・委託金請求に必要な書類
	

	１. 事業委託契約等

・「イノベーション促進雇用創出事業申請書」

添付資料：

①事業実施計画書

　　　②経費内訳（書）

③会社概要（概要がわかる会社案内、パンフレット等でも可）

④商業登記簿謄本　１通（3ヶ月以内に発行されたもの）

⑤府税の納税証明書（滞納がないことの証明）
⑥前事業年度の決算関係書類（貸借対照表・損益計算書、設立

２年未満の企業は事業計画書・収支予算書）

⑦当該事業年度の収支予算書及び事業計画書
・「イノベーション促進雇用創出事業決定通知書」
　添付書類

　　イノベーション促進雇用創出事業の支援内容
・「イノベーション促進雇用創出事業委託契約書」

添付資料：

①事業実施計画書　

　　　②経費内訳（書）　
　　　　③「雇用（就業）契約書」の写しを１部
　　　　④失業者であることの確認書
　⑤就業規則・給与支払規則のコピーを1部ずつ

　　( 尚、当雇用に関する条件が企業の当該規則に当てはまらない場合は、当雇用に関する就業条件・給与支払条件書に代えてもよい。）
	様式第１号
(別紙１)

(別紙２)

写し又は正本

正本

正本

各・写し

各・写し

各・写し

様式第２号

（別紙）
様式第３号
(別紙１)

(別紙２)

各・写し
(別紙３)

各・写し



	２．事業実施期間中の報告及び前払請求

・「イノベーション促進雇用創出事業に係る事業遂行状況報告書」

　　・「イノベーション促進雇用創出事業概算払請求書」

●遂行状況報告書の添付資料

①タイムカード・出勤簿（写）
②給与の支払(振込)証明書又は賃金台帳（写）
③給与の受領書(預金口座)又は当人の受領(押印)簿（写）
３．事業期間終了後
・「イノベーション促進雇用創出事業に係る委託事業実績報告書」

●実績報告書の添付資料（契約全期間の書類）
①タイムカード・出勤簿（写）
②給与の支払(振込)証明書又は賃金台帳（写）
③給与の受領書(預金口座)又は当人の受領(押印)簿（写）

・「イノベーション促進雇用創出事業金額確定通知書」
 ・「イノベーション促進雇用創出事業精算払請求書」

４．その他様式

　　・「イノベーション促進雇用創出事業に係る委託事業内容の変更承認申請書」

　　  ※当事業の委託事業内容に変更が生じた場合、速やかに申請すること

　　・「イノベーション促進雇用創出事業事故報告書」
      ※当事業の委託事業内容に事故が生じた場合、速やかに申請すること

・「イノベーション促進雇用創出事業返還通知書」
	様式第４号
様式第５号
各・写し

各・写し

各・写し

様式第６号

各・写し

各・写し

各・写し

様式第７号
様式第８号
様式第９号
様式第１０号
様式第１１号
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